
①国・地方公共団体は、政党等の政治活動の自由及び選挙
の公正を確保しつつ、必要な施策を策定し、実施するよう
努める（実態の調査及び情報収集、啓発活動、環境整備、
人材の育成等）
②政党等は、所属する男女のそれぞれの公職の候補者の数
について目標を定める等、自主的に取り組むよう努める
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2,609計 262 10.0 340 19.5
（注）１．総務省「地方公共団体の議会の議員及び長の所属党派別人員調」より作成　　
　　　（平成30年12月31日現在）
　　２．女性議員の比率及び女性議員ゼロの議会比率が前年から増加した場合は　、　
　　　 減少した場合は

女性の政治参画マップ 2019
政治分野における女性の参画拡大は、多様な民意の反映のため極めて重要です。
平成30年には議会議員の選挙において、男女の候補者の数ができる限り均等と
なることを目指す法律が施行されています。

都道府県議会議長は平成30年10月1日現在（全国都道府県議会議長会調べ）
市区議会議長は平成30年10月1日現在（全国市議会議議長会調べ）
町村議会議長は平成30年7月1日現在（全国町村議会議長会調べ）

議会の長首 長

令和元年６月13日現在（全国知事会、全国市長会及び全国町村会調べ）

女性議員がゼロの
市区町村議会の比率

都道府県議会における
女性議員の比率

総務省「地方公共団体の議会の議員及び長の所属党派別人員調」
より作成（平成30年12月31日現在）

総務省「地方公共団体の議会の議員及び長の所属党派別人員調」
より作成（平成30年12月31日現在）

（注）首長について［　］で付している数値は平成30年４月１日現在のもの、
　　他の項目について［　］で付している数値は前年のもの

（注）都道府県ごとの政治分野における女性の参画状況について示すべく、47都道府県の形を簡略化したもの

女性が議員活動する際の課題

男女共同参画

作成：内閣府男女共同参画局

市区町村別の詳細は
「市町村女性参画状況
見える化マップ」で検索！

出典：政治分野における男女共同参画の推進に向けた地方議会議員に関する
　　  調査研究報告書（平成30年３月発行）
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専門性を高めたり見聞を広めたり
するための活動の時間がない

議員活動に係る資金が不足している

議員活動と家庭生活（子育てや
介護等）との両立が難しい
女性として差別されたりハラス
メントを受けたりすることがある
専門性を高めたり見聞を広めたり
するための手段がない

自分の力量に自信が持てない

男性議員の理解やサポートが
得られない
地域の理解やサポートが
得られない
家族の理解やサポートが
得られない
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※ IPU（列国議会同盟：Inter-Parliamentary Union）Open Data Platformより
　 調査対象国は193か国（平成31年４月１日現在）

世界平均　下院又は一院 24.3％、上院 24.4％
日本の衆議院の女性議員比率は164位
（下院又は一院制の順位）

世界の女性議員比率

女性地方議員に対するアンケート結果

衆議院の女性議員比率　10.1％
参議院の女性議員比率　22.9％

国会議員の女性比率

※ 衆議院議員は令和元年7月26日現在、参議院議員は令和元年7月30日現在
  （衆議院・参議院HPより）
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平成 30年 5月 23日公布・施行

政治分野における男女共同参画の
推進に関する法律
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政治分野における男女共同参画を効果的かつ積極的に
推進し、男女が共同して参画する民主政治の発展に寄与
すること

①衆議院、参議院及び地方議会の議員の選挙において、
男女の候補者の数ができる限り均等となることを目指して
行われること

②男女がその個性と能力を十分に発揮できること
③家庭生活との円滑かつ継続的な両立が可能となること
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